平成２８年 第１回定例会　総務委員長報告

平成２８年３月１４日

１１番　共田　武史　です。

総務委員会に審査付託された議案につきまして、３月３日、４日の２日間にわたり委員会を開催し、それぞれ慎重に審査を行いましたので、その経過並びに結果についてご報告いたします。

　
議案第２７号「平成２８年度 岡谷市一般会計予算」中、総務委員会に審査付託された部分について、ご報告いたします。
初めに、歳出について各担当の主要事業及び、執行体制の主な点について、ご報告いたします。
まず、企画政策部においては、「市制施行８０周年記念式典の開催」や、各区に交付する行政事務交付金について、新たに「除雪補助」を交付し、区と市との協働体制の円滑化を図るとともに、「私の声 直送便」事業として、区の公会所に市民提案ボックスを設置し、市政への意見や提案などを募りたいとのことであります。
また、岡谷駅前地区については、本年度実施した調査結果を踏まえ、より精度の高い調査、検討を行う「岡谷駅前地区基本計画 調査検討事業」を実施するほか、地方創生の総合戦略の取り組みとして、「大学等進学資金利子補給金」によるＵターンの促進や、本市への移住を促進する「岡谷リサーチお試し宿泊事業」などを実施するほか、「岡谷市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく施策や事業の効果を検証するための有識者会議などを「総合戦略推進事業」において開催し、必要に応じて総合戦略の改訂を行ってまいりたい、とのことであります。
さらに、「公共施設等総合管理計画推進事業」では策定中の「公共施設等 総合管理計画」に基づき、個別施設計画の策定や、公共施設等の計画的な維持管理を推進する、とのことでありました。
なお、組織改正により、秘書室と広報情報課を統合して、「秘書広報課」とするほか、「公共施設等総合管理計画」を推進するため、部内に「公共施設総合管理室」を新設する、とのことであります。
次に、総務部においては、平成１８年７月豪雨災害の発生から１０年の節目を迎えることから、地域防災力の一層の充実と強化を図るための事業を実施するとともに、各区の自主防災組織での防災資機材の購入や防災啓発事業に対して補助金を交付し、組織の育成、強化を図るほか、平成３０年度の固定資産評価替えに向け宅地の不動産鑑定及び航空写真撮影等を実施し課税客体の把握を行うとのことです。
また、市債元金償還金については前年度比で２億９千万円ほどの増となっているが、市債の借り換えによるものが約２億円、元金償還金の増加が約９千万円となるものである、とのことであります。
さらに、消防課については「消防団無線機整備事業」として消防団への小型デジタル無線機の購入費を計上している、とのことでありました。

次に、教育部では、教育大綱に掲げる「岡谷のひとづくり」を推進するために各種事業を展開するとして、「子ども総合相談センター」を中心に、長期欠席児童・生徒への対策や、一人ひとりの教育ニーズに応じた特別支援教育を推進するほか、「学校統合支援事業」として、通学バスの運行や児童数が増加するクラスの状況に応じて市独自による教員の加配や生徒数が増加する岡谷南部中学校の教室等の改修などを実施するとのことです。
また、生涯学習活動の普及を図るための「学童クラブ室活用モデル事業」や美術考古館では市制施行８０周年の特別企画展として「根岸芳郎展」などを開催するほか、来年１月に開催される「第７２回国民体育大会 冬季大会アイスホッケー競技会開催事業」として、やまびこアイスアリーナのアイスホッケー得点板表示システムの改修工事を実施する、とのことであります。
なお、冬季国体アイスホッケー競技会の開催に向けては、教育部の組織内に「冬季国体推進室」を新設する、とのことでありました。

次に、各款ごとに審査の内容について報告いたします。

はじめに、歳出　２款　総務費　について

委員より、「私の声 直送便」事業の内容について質疑があり、
この事業については、現在「市民提案ボックス」を市内公共施設１１箇所に設置しているが、新しく９月に各区の公会所にボックスを設置することを予定しており、今までと違った市民の意見や提言をいただくことを期待している。また、子育て支援学級の受講者等にアンケート調査を実施して、子育て世代の意見の把握もあわせて行いたいとのことでありました。
　次に、「岡谷駅前地区 基本計画調査検討事業」について、
　委員より、駅前地区は過去にも調査をしているが、今回の計画は進捗が図られるのか、との質疑があり、
　新年度の予算は、今年度の調査結果をさらに精査するために実施するものである。今年度のディベロッパーへの意向調査ではかなり厳しい意見もあるが、建物の配置や形状などを精査して、ディベロッパーの最終的な意向把握につなげるとともに、地権者の今後の対応の判断材料としてもらうための調査、検討を実施するものである、とのことでありました。
　次に、「岡谷リサーチお試し宿泊事業」について、
　委員より、２泊分の補助とのことであるが、どの程度の効果を見込んでいるのか、また、もっと長期間にわたり宿泊してもらうべきではないのか、との質疑があり、
　移住を考える場合、仕事や住む場所の条件が最も基本的な事項となるものであるが、岡谷市に興味のある方には写真などで知ってもらうより、是非訪問していただき実際に見て体験してもらうことが重要である、として考えたものである。
長期間体験してもらうことは移住につながる近道ではあるが、まず岡谷を知ってもらうことが第一歩であり、今回は２０名の宿泊を見込んでいるが、この中からもっと長期間宿泊体験したいとの声があれば、次の事業につなげてまいりたい、とのことでありました。
次に、９款　消防費　について、
委員より、「消防団員の出動手当」が不足しているとの話しを聞くが、この対応について質疑があり、
今年度４月におきた山火事でも、延べ数百人の消防団員が出動するなど、災害は予測できない部分があり、予算は例年の一般的な対応として計上している。
しかし、ここ数年、消防団員が、災害以外での出動を求められる機会が増え、団員一人ひとりの負担が大きくなってきており、団員確保の面からも大きな問題点であると指摘されているため、団員の負担を軽減させたいとの思いを持っている。
地域の行事など、消防団が本来の公共の団体として行うべき任務以外の出動については、他の団体に協力を求めるなど、消防団員の負担を減らすことに取り組んでいるが、公務での出動に対しては、予算の範囲内で全て対応するとしている、とのことでありました。
委員より、消防団と市で認識の違いがあると感じるので、お互いに理解し合うよう、しっかりと調整してほしい、との意見がありました。
次に、１１款　公債費　について、
委員より、「借換債」の内容と負担軽減の額について質疑があり、
対象となる起債は、平成１７年度の岡谷北部中学校の耐震改修事業の財源として起こしたものである。
償還期間は２０年で、借入先は銀行等縁故資金である。
この借り換えは政策として行うものではなく、借入の１０年後に利率の見直しをするという約束の中で借り換えを行うもので、４月以降、金融機関と協議を行い、利率を決定するが、約１,８００万円の利子軽減が見込まれる、とのことでありました。
次に、１０款　教育費　について、

委員より、「子ども総合相談センター事業」の、さらなる充実に向けた取り組みについて質疑があり、
「子ども総合相談センター」は平成２３年度に立ち上げ６年目となり、基礎固めが出来てきたことから、組織体制に大きな見直しはない。しかし近年、家庭の問題や発達支援など教育総務課だけでは乗り越えられない複雑な事例が多くなっており、今後は、庁内全体で岡谷市らしいスタイルを構築できるような検討を始めたいと考えている。
また、諏訪湖ハイツのフレンドリー教室や４中学校の中間教室についても、相談センターのメンバーの一員として、連携を図りながら対応をしてまいりたい、とのことでありました。
委員より、不登校はその子の人生に直結するような重要な問題であるので、スタッフの充実など丁寧な対応をお願いしたいとの意見がありました。
次に、「学校統合支援事業」について
委員より、通学バスの運行の内容と安全対策について質疑があり、
通学バス利用の対象児童は、学校統合に伴い神明小学校と田中小学校へ通う１、２年生の内、自宅から学校までの距離が２ｋｍ以上の児童が対象である。
登校時は途中の間下区民センター及び小尾口区民会館までバスに乗車し、それ以降の各学校までの約１ｋｍは徒歩で通学する。
下校時については、それぞれの学校にて乗車し、降車場所までバスにて下校する、とのことであります。
安全面については、自宅からバスの乗降場所までは保護者の責任で対応いただき、バス運行事業者には十分な注意をお願いしていく、また冬季の降雪時の対応については、乗降場所の変更など今後協議することになっている、とのことでありました。
次に、「学童クラブ」について、
委員より、高学年まで受け入れを拡大したことへの課題や対応について質疑があり、
受け入れ学年を拡大したことにより、異学年での交流が図られた一方で、体力的な違いや宿題の内容などにおいて幅が広くなり、指導員も対応が難しいとのことであります。
指導員に対しては、県による研修会が実施されるので、より専門的な知識、スキルを身に付けていただくよう取り組んでまいりたい、とのことでありました。
次に、「体育施設」について
委員より、体育館での大会開催などにより、市民が利用できないとの声があるが対応について質疑があり、
市民総合体育館には２つの体育館があり、各種大会の運営が円滑に行えることから、年間を通して多くの大会が開催されている。
市民への対応としては、月１回「個人利用者優先デー」を設け、東体育館を開放したり、トレーニングルームの機器の充実を図り、利用者は増加している。
今後も、市民のスポーツ振興については、学校体育施設の団体利用も含め推進をしてまいりたい、とのことでありました。
次に、歳入について、各款ごとに市側の説明にあわせ、審査の状況をご報告いたします。
まず、「市税」について、
市側より、平成２８年度の収入見込額を総額６７億３,１００万円とし、このうち個人市民税３,０００万円を留保し、当初予算で６７億１００万円を計上した。
個人市民税は、２５億６,２１０万円で、前年度比６,８５０万円の減となっている。要因として納税義務者数の減少などがある中、国による施策効果などから現年課税分においては平成２７年度の収入見込みに対し０.１％の増収を見込んだ、とのことであります。
次に、法人市民税については、５億６,５７０万円の計上で、前年度比１億４,５５０万円の減となっている。こちらも国による施策効果などから、本市の基幹産業である製造業において、業績は堅調に推移していると判断しているが、税制改正による税率の引き下げが大きく、現年度課税分は平成２７年度の収入見込みに対して１０.５％の減収を見込んだ、とのことであります。
次に、固定資産税は、２６億７,７２０万円の計上で、前年度比１,７５０万円の減となっている。家屋の新築により若干の増が見込まれるが、土地については、依然として地価の下落が続いているほか、企業の設備投資に弱含みの動きが見られることから減収を見込んだ、とのことでありました。
次に、「地方交付税」について

地方交付税は、４２億８００万円の計上で、前年度比１億４,１００万円の増となっている。平成２７年度の決算見込みのほか、増減となる特殊要因や地方財政計画などを勘案し、普通交付税、特別交付税合わせて４２億２,８００万円の収入を見込み、その内２,０００万円を追加補正財源として留保した、とのことであります。
　委員より、来年度の地方交付税の特徴について質疑があり、
国において公表された平成２８年度の地方財政計画によると、地方交付税は前年度に比べ０.３％の減少となっている。交付税は地方の税収の増減が大きく関わってくるが、岡谷市では税収を減額で見込んでいるため地方交付税については増額で見込んでいる。
国の動向としては、地方交付税の財源となる国税５税の内、たばこ税を地方法人税に変えているが、これは、今まで法人市民税として地方自治体が賦課徴収していた税の一部を国税として徴収し、代わりに国が交付税として地方に配分する仕組みとするもので、交付税に頼らなければならない自治体にとっては評価できる政策と思っている。
しかし、国において地方交付税の総額を減少させていることを考えると、このまま財源が保障されるのか心配な部分もある、とのことでありました。
さらに委員より、地方から国に対して総額の確保を引き続き強く求めることが重要と思うが、取り組みについて質疑があり、
昨年、国が公表した「新骨太の方針」では、平成２８年度から平成３０年度までの３ヵ年の地方一般財源の総額は、平成２７年度と同レベルを確保するとされており、全国市長会などでも高く評価しているが、その中で交付税がどのような形になるのか推移を見守る必要がある、とのことであります。
なお、地方財源の確保は地方６団体の大きなテーマであるので、引き続き力を合わせて、財源確保に向けた活動を継続してまいりたい、とのことでありました。

委員より、一地方都市の問題だけではないので、引き続き大きな声をあげて、守り抜いてほしい、との意見がありました。
次に、「基金繰入金」について、
委員より、基金に頼らない財政運営を掲げながら、新年度予算では基金を取り崩さなければならない市の財政運営をどのように考えるのか、との質疑があり、
岡谷市では、現在の国の動向や市の財政状況を勘案した場合、向こう３年間は非常に重要な年と予測し「新時代を切り拓くための行財政改革集中期間」として行財政改革に取り組むとしている。
平成２８年度の予算編成では当初４億円の財源不足が推計されたため、３億円は基金を繰り入れ、１億円は経費削減により４億円の不足に対応することとしたが、結果的には枠配分方式の導入や人件費の削減などにより、基金からの繰り入れを２億５千万円に抑えて予算を編成することができた。
行財政改革集中期間の１年目としては、大きな一歩を踏み出すことができたと思っており、計画では平成３０年度には基金を積み増すことができる財政構造への転換を図ることを目標としている、とのことでありました。
次に討論について報告いたします。

まず、大学等進学資金利子補給金や学校統合による通学バスの運行など、積極的な予算が盛られている一方、プライバシー保護など課題のあるマイナンバー制度の本格的実施のための予算や正規職員から非正規職員への置き換えの改善がされておらず問題である。よって本議案に反対するとの意見がありました。
一方、様々な行政課題に対し配慮がされている予算である。懸念しているマイナンバーについては、セキュリティーも強化され必要な制度であり、本議案に賛成するとの意見がありました。

以上、審査の結果、議案第２７号中、総務委員会に審査付託された部分につきましては、賛成多数により原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
次に、議案第３４号「平成２８年度 岡谷市湊財産区一般会計予算」について、
委員より、財産区の皆さんの努力に対して、市が予算で応えることはできるのか、との質疑があり、

財産区では、国や県の補助金や特産物の収入などで、間伐や作業道整備を行っているが、材木も高く売れず、大変厳しい状況である。
マンパワーなど様々な問題があるが、継続的に粘り強くやっていくとのことが大事であると思っている、とのことでありました。

以上、審査の結果、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　報告は、以上であります。
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